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府

令
日

号
外

ペ
ー
ジ

〇
内

閣

府

五
一

貸
金
業
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
内
閣
府
令

一
〇
特82

一

五
二

食
品
表
示
基
準
及
び
食
品
表

示
法
第
六
条
第
八
項
に
規
定

す
る
ア
レ
ル
ゲ
ン
、
消
費
期

限
、
食
品
を
安
全
に
摂
取
す

る
た
め
に
加
熱
を
要
す
る
か

ど
う
か
の
別
そ
の
他
の
食
品

を
摂
取
す
る
際
の
安
全
性
に

重
要
な
影
響
を
及
ぼ
す
事
項

等
を
定
め
る
内
閣
府
令
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

一
六
149

一

五
三

金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
に

規
定
す
る
定
義
に
関
す
る
内

閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る

内
閣
府
令

二
二

二

五
四

内
閣
府
本
府
組
織
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

三
一
158

二

府
令

・
省
令

〇
内
閣
府
、
総
務
省

八

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

別
表
第
二
の
主
務
省
令
で
定

め
る
事
務
及
び
情
報
を
定
め

る
命
令
の
一
部
を
改
正
す
る

命
令

三
一
158

三

〇
内

閣

府
、
総

務

省
、

法

務

省
、
財

務

省
、

厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省

二

犯
罪
に
よ
る
収
益
の
移
転
防

止
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
命
令

一
〇
特82

五

〇
内
閣
府
、
農
林
水
産
省

一
〇

漁
業
協
同
組
合
等
の
信
用
事

業
等
に
関
す
る
命
令
の
一
部

を
改
正
す
る
命
令

八
142
一
六

一
一

食
品
表
示
法
第
六
条
第
一
項

の
内
閣
府
令
・
農
林
水
産
省

令
で
定
め
る
表
示
事
項
及
び

遵
守
事
項
並
び
に
同
法
第
十

二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

く
申
出
の
手
続
を
定
め
る
命

令
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令

一
六
149

九

〇
内
閣
府
、
国
土
交
通
省

二

宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令

一
七

二

省

令

〇
総

務

省

六
四

携
帯
音
声
通
信
事
業
者
に
よ

る
契
約
者
等
の
本
人
確
認
等

及
び
携
帯
音
声
通
信
役
務
の

不
正
な
利
用
の
防
止
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
〇
特82

五

六
五

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
四

一

六
六

電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
五

一

六
七

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
七
154

一

六
八

無
線
設
備
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
七
154

六
九

放
送
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
七
154

七
〇

総
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
〇

二

七
一

無
線
局
（
基
幹
放
送
局
を
除

く
。）の
開
設
の
根
本
的
基
準

等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
一
158

七

七
二

普
通
交
付
税
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
一
159

一

七
三

地
方
特
例
交
付
金
に
関
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

三
一
159

七
四

地
方
財
政
法
第
三
十
三
条
の

五
の
二
第
一
項
の
額
の
算
定

方
法
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

三
一
159

〇
法

務

省

四
三

司
法
書
士
法
施
行
規
則
及
び

土
地
家
屋
調
査
士
法
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
138
二
七

四
四

更
生
保
護
委
託
費
支
弁
基
準

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
七
154

〇
法
務
省
、
厚
生
労
働
省

五

外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正

な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の

保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
七
150

一

〇
外

務

省

九

研
修
員
手
当
の
号
の
適
用
に

関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
八
155
三
八

一
〇

外
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
一
特91

二

〇
財

務

省

五
七

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
136

二

五
八

関
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

八
142
六
九

五
九

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

及
び
所
得
税
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

八
142
六
九

六
〇

漁
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
等
の
法
律
の
施
行
に
伴
う

漁
業
権
の
耐
用
年
数
の
経
過

措
置
に
関
す
る
省
令

八
142
六
九

六
一

外
国
為
替
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
〇
特82

六

〇
財
務
省
、
国
土
交
通
省

一

独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支

援
機
構
に
関
す
る
省
令
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇

二

〇
文
部
科
学
省

二
五

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
発
生
又
は
ま
ん
延
に
伴

う
教
育
職
員
免
許
法
第
九
条

の
二
第
三
項
及
び
教
育
職
員

免
許
法
及
び
教
育
公
務
員
特

例
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
附
則
第
二
条
第
二
項
に
規

定
す
る
文
部
科
学
省
令
で
定

め
る
期
間
の
特
例
に
関
す
る

省
令

一
三

一

二
六

公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等

の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関

す
る
特
別
措
置
法
施
行
規
則

一
七
150

三

二
七

国
立
研
究
開
発
法
人
科
学
技

術
振
興
機
構
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
二

四

〇
厚
生
労
働
省

一
三
四

石
綿
障
害
予
防
規
則
等
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一
136
二
三

一
三
五

と
畜
場
法
施
行
規
則
等
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一
136
三
八
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